
平成20年11月宮崎県定例県議会

食の確保・食の安全対策特別委員会会議録

平成２０年１２月１５日

場 所 第５委員会室





- 1 -

平成20年12月15日（月曜日）

午前10時０分開会

会議に付した案件

○概要説明

農政水産部

１．本県における農地の権利取得の下限面

積緩和について

県民政策部

１．食の安全に関する消費生活センターの

役割と消費者庁設置など国の消費者行

政一元化の動きについて

○協議事項

１．次回委員会について

２．その他

出席委員（13人）

委 員 長 横 田 照 夫

副 委 員 長 田 口 雄 二

委 員 坂 元 裕 一

委 員 外 山 三 博

委 員 水 間 篤 典

委 員 中 野 一 則

委 員 十 屋 幸 平

委 員 河 野 安 幸

委 員 山 下 博 三

委 員 満 行 潤 一

委 員 外 山 良 治

委 員 武 井 俊 輔

委 員 前 屋 敷 恵 美

欠席委員（なし）

委員外議員（なし）

説明のため出席した者

農政水産部

農 政 水 産 部 長 後 藤 仁 俊

農政水産部次長
西 田 二 朗（ 総 括 ）

農政水産部次長 伊 藤 孝 利（ 農 政 担 当 ）

農 政 企 画 課 長 岡 崎  博

地域農業推進課長 上 杉 和 貴

農 村 計 画 課 長 原 川 忠 典

担 い 手 対 策 監 山 内 年

県民政策部

県 民 政 策 部 長 丸 山 文 民

県民政策部次長
渡 邊 亮 一（ 政 策 担 当 ）

県民政策部次長
宮 田 廣 志（県民生活担当）

部参事兼総合政策課長 土 持 正 弘

生活・協働・男女参画課長 髙 原 みゆき

事務局職員出席者

政策調査課主幹 河 野 龍 彦（特別委員会・広報担当）

政策調査課副主幹 福 島 久 大

○横田委員長 ただいまから食の確保・食の安

全対策特別委員会を開会いたします。

まず、本日の委員会の日程についてでありま

すが、お手元に配付の日程案をごらんください。

３の概要説明でありますが、まず農政水産部で

あります。当委員会では、県外調査で奈良県大

淀町に参りまして、農地の権利取得の下限面積

の緩和について調査を行いましたが、新規就農

促進や耕作放棄地の解消という面で非常に参考

となる取り組みではなかったかと思います。本

日は、本県の状況について概要説明をしていた

だきたいと思います。

なお、農林水産省から、農地改革プランが12
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月３日に発表されましたが、急遽、要請しまし

て、説明できる範囲で説明していただくように

しております。

次に、県民政策部でありますが、消費生活セ

ンターは、食の安全を初め、消費生活に関する

相談対応、啓発などを行っている機関でありま

すが、その役割について、また消費者庁設置を

含む消費者行政一元化の動きについて、説明を

お願いしたいと思っております。

以上のように取り進めてよろしいでしょう

か。

〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕

○横田委員長 では、そのように決定いたしま

す。

県民政策部は、環境・新エネルギー対策特別

委員会に10時から10時50分の予定で出席してお

りまして、状況によっては入室が若干おくれる

ことも予想されますので、お含みおきいただき

たいと思います。

なお、前回の委員会で資料要求がありました

財団法人宮崎県学校給食会からの県内における

シェアについての資料をお手元に配付しており

ますので、御確認いただきたいと思います。

それでは、執行部入室のため、暫時休憩いた

します。

午前10時２分休憩

午前10時４分再開

○横田委員長 委員会を再開いたします。

農政水産部においでいただきました。当委員

会では、耕作放棄地が増加するなどの状況の中

で、食の確保の観点から、農地の有効利用に関

することを調査事項の一つに掲げております。

このような中で、当委員会が県外調査で訪問し

た大淀町を初め奈良県では、県内39市町村のう

ち22市町村において、新規就農の促進や耕作放

棄地の解消を図るために、農地法で原則50アー

ルとなっている農地の権利取得の下限面積を知

事特認により、10アールあるいは20アールまで

下げておりました。そこで、本県における農地

の権利取得の下限面積緩和について概要説明を

お願いしたいと思います。

なお、今月３日に農林水産省から発表された

農地改革プランについても、できる範囲で結構

ですので、あわせて御説明をお願いしたいと思

います。

○後藤農政水産部長 農政水産部でございま

す。

まず、お手元の特別委員会資料をお開きいた

だきまして、資料１ページをごらんいただきた

いと思います。本日は、御指示のありました本

県における農地の権利取得の下限面積緩和につ

きまして、この後、農村計画課長から説明させ

ていただきます。

私からは以上でございます。どうぞよろしく

お願いいたします。

○原川農村計画課長 農村計画課から御説明い

たします。

まず、資料の１ページでございます。１の下

限面積要件についての原則についてでございま

す。耕作を目的として農地の権利を取得するに

は、農地法第３条に基づく許可が必要でありま

して、この許可を行うための要件の一つに下限

面積要件がございます。下限面積要件につきま

しては、農地法第３条第２項第５号に、原則と

して都府県では50アール、北海道では２ヘク

タール以上必要と規定されております。ただし、

農地法第３条第２項ただし書きによりまして、

政令で定める相当の事由に当たる場合には、下

限面積に届かない場合でも許可の対象となりま
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す。

具体的には、（２）に書いてございますよう

に、権利取得後における耕作の事業が草花等の

栽培で、その経営が集約的に行われると認めら

れる場合がこれに当たりまして、ハウス栽培な

どが該当いたします。これは数的な面積要件で

はなく、農業経営が成り立つか否かという観点

からの営農計画の審査により決定されます。

続きまして、２の下限面積要件についての特

例についてでございます。特例には２つの場合

がございます。いずれの場合も、地域の実情に

応じまして、知事が10アール以上の面積で別段

の面積を定めることができるということになっ

ております。

まず、農家の経営面積の平均規模が小さい地

域を対象とする場合の特例についてでございま

す。これは、農地法施行規則第３条の４第１項

に規定されています。要件は、資料の囲みの中

にある３つでございます。この特例につきまし

ては、山間部の市町村など、地理的、地形的な

制約などから、下限面積規定を一律に適用する

ことが実情に合わない場合に、下限面積の引き

下げもやむを得ないという場合を想定しており

ます。また、ここで言う区域とは、国の通知に

よりますと、原則としておおむね旧市町村単位

を指します。

次に、農業の担い手が不足している地域を対

象とする場合の特例についてでございます。こ

れは、農地法施行規則第３条の４第２項に規定

されております。これが奈良県の事例でござい

ます。要件は資料の囲みの中にある３つでござ

います。こちらは、まず一定の区域を設定しま

して、その区域の中に遊休農地等が相当程度存

在する区域について、下限面積の特例を認めよ

うとするものです。第１項が、農林業センサス

などの客観的資料に基づいた数字的な基準によ

る要件や地理的要件によって決定されるのに比

べまして、第２項は、地域農業の担い手不足と

遊休農地の解消の両方を達成することを目的と

して、地元市町村と県が地域の実情から下限面

積の緩和が必要であると判断した場合に緩和が

可能となるという点に違いがございます。これ

は、明確な数字による基準で一律に判断するも

のではなく、地元の意向がより反映されやすい

仕組みとなっております。この制度は、平成15

年度に特区制度で設けられ、平成17年に全国展

開されたものでございます。

次に、２ページ、３の本県の状況についてで

ございます。本県では、昭和46年及び平成９年

に国との協議を経て、次のとおり別段の面積を

設定しております。これは、先ほど説明した規

定のうち農地法施行規則第３条の４第１項を適

用したものでございます。現在と異なり、当時

は、下限面積制限の緩和には農林水産大臣の承

認が必要でございました。資料に記載のとお

り、11地区が別段の面積の適用を受けておりま

す。第２項につきましては、本県においては特

区の申請による特例もございません。また、17

年に新設された第２項についても、これまで事

例がございません。本県におきましては、個別

の就農の相談があった場合で、下限面積制限に

より農地法の許可が難しい場合には、農業経営

基盤強化促進法による利用権設定等促進事業に

より、対応してきております。この利用権の設

定を受ける場合は、下限面積制限は適用されま

せん。

最後に、４の今後の取り組みについてでござ

います。去る12月３日に国から、この後、御説

明しますが、農地改革プランが示されたところ

でございます。現在、国においては農地制度の
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見直し作業が進められておりまして、所要の関

連法律案を次期通常国会に提出するというふう

にされております。今後も、国において続けら

れる見直し作業の内容や、他県の事例、動向な

どを注視しながら、対応を検討してまいりたい

と考えております。

次に、参考資料をお開きください。農地改革

プランの関係資料でございます。これに基づき

まして、12月３日に示されましたプランの概要

について御説明させていただきます。まず、表

紙をお開きください。ここに全体の概要が載っ

ております。背景から御説明しますと、最近の

穀物価格の高騰、輸入食料品の安全性への不安

ということで、食料の多くを我が国は海外に依

存していることから、国内の食料供給力を強化

する必要があるということでございまして、水

田などを最大限に活用する対策、また担い手の

育成・確保対策を一層促進する必要があるとい

うことでございます。そういうことがございま

して、農業生産・経営が展開される基礎的な資

源としての農地を確保し、その有効利用を図っ

ていく必要があるということでございます。昭

和36年には609万ヘクタール、農地がございま

した。これが今年度は約７割の水準の463万ヘ

クタールまで減ってきているという状況がござ

います。

今回の農地改革プランでございますが、大き

く２つの柱がございます。まず１つが、農地面

積の減少を抑制する等により農地を確保すると

いうことでございます。２つ目が、制度の基本

を所有から利用に再構築する。その上で農地の

有効利用を図るということでございます。

まず、農地確保の観点でございますが、１つ

は、農地転用規制の厳格化ということでござい

まして、農地転用許可対象の拡大ということで、

病院、学校などの公共施設、これらは今まで農

地転用の許可不要でございましたが、これを許

可の対象にするというのが１つでございます。

２つ目は、違反転用に対する罰則の強化、３つ

目が、２ヘクタール以上の転用許可事務は都道

府県の事務になっておりますが、都道府県の事

務に疑義が生じた場合は国が指示することがで

きるという旨が位置づけられております。次に、

農用地区域内農地の確保という観点では、１つ

は、農用地区域からの除外を厳格化するという

点でございます。２つ目は、都道府県に対して

農用地区域内農地の確保に向けて国が必要な指

示ができるという点が位置づけられておりま

す。

次に、２つ目の柱の、所有から利用に再構築、

いわゆる農地の有効利用に関するものでござい

ますが、１つは、農地の権利を有する者の責務

の明確化ということで、農地の権利所有者は、

農地を適正かつ効率的に利用する責務を有する

旨を法律上に明確に位置づけるということでご

ざいます。２つ目が、農地を利用する者の確保

・拡大ということでございまして、農地の適正

利用を確保した上で、農業生産法人以外の法人

について賃借による参入を可能にするなどが位

置づけられております。この中に、下限面積の

ことも記載してありまして、次ページ以降に農

地改革プランの本体を載せております。

５ページをお開きください。④の農地の権利

取得に当たっての下限面積の弾力化ということ

がございまして、農地の権利取得に当たっては、

原則50アール以上の経営面積が必要とされてい

るが、一定の場合には都道府県知事がこれを引

き下げることができるということでございま

す。これは先ほどの資料で説明したとおりでご

ざいます。これを農業委員会が地域の実情に応
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じてさらに弾力的に定めることができるように

するというものが、農地改革プランに今回位置

づけられております。

１ページ目に戻っていただきたいのですが、

さらに農地の面的集積の促進というものが位置

づけられています。公的な信用力のある機関、

例えば市町村、農協、土地改良区等々でござい

ますが、多数の農地所有者から農地の貸し付け

について委任を受けまして、これらの者に代理

して農地の利用者へ面的にまとまった形で貸し

付けを行う仕組みを新たにすべての市町村で導

入するということでございます。４つ目が遊休

農地対策の強化ということでございます。さら

に、農地税制の見直し、特に相続税等について

今回見直しを図るということが位置づけられて

おります。

そういうことでございまして、転用期待の抑

制を図り、利用に着目した農地制度を構築しま

して、意欲のある者に農地が集まることにより、

国内の食料生産の増大を通じた国民に対する食

料の安定供給の確保を実現するということでご

ざいます。

農村計画課からは以上でございます。

○横田委員長 執行部の説明が終わりました。

質疑等ございましたら御発言をお願いいたしま

す。

○坂元委員 プランですけれども、農地の権利

所有者は農地を適正かつ効率的に利用する責務

を有する旨、法律上明記すると。例えばどうい

うことになるんですか。

○上杉地域農業推進課長 このプランは、これ

に基づいて農水省が制度の設計、まさしく農地

法の改正の案をつくっていくことですので、詳

細を確かに答えることができないのですけれど

も、農地法第１条（目的）の法律の趣旨、どの

法律も書いてあるんですけれども、恐らくその

目的の中に、農地を利用する者はちゃんと使い

なさいといったような趣旨を法律の趣旨として

書くのではないかと思います。

○坂元委員 例えば、農地の面的集積、市町村

が責務を負うと。これは、昭和40年代ごろから

農地流動促進化法でずっとうたわれていたんで

す。それがいまだもってなされていないで、今

また、こうやってうたう。遊休農地がどんどん

ふえている。なぜかというと、所得が担保され

ていないからでしょう。農地を持っている人は

ちゃんと責任を明確にしなさいと言ったって、

つくるものがない、所得にもつながらないもの

をだれがどうやって守るのかということになる

から、農水省はいつもこんなことばかりやって

いるけど、全く実にならないと我々は思うんで

す。

○上杉地域農業推進課長 今の御指摘の件です

けれども、耕作放棄地の問題でありますとか、

農地の問題ですが、切り口として、一面として、

制度、農地そのものという面はあるんですけれ

ども、何で遊休農地が存在するのか、担い手が

いなくなるのかといえば、まさしくおっしゃる

とおり、農業経営の農家の所得が確保されてい

ない。その結果、やる人がいないから遊休農地

がふえるわけです。担い手の人数をこれぐらい

確保したという話がございますけれども、担い

手というのは数ですね。数というのはあくまで

結果ですので、農業の所得が確保されれば、農

業をやる人というのは当然出てくるわけですか

ら、例えば技術的な面もありますし、生産面と

いういろんな面がございますけれども、究極的

には所得というところが確保されれば、ちゃん

と農地も利用される。それはおっしゃるとおり

だと思います。今回、あくまでこれは、所得が
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ちょっと問題なんですけれども、農地の制度と

して、これから食料自給率を確保していく上で、

農地をちゃんと守っていこうという形でこのプ

ランが出されて、国民的なコンセンサスとして、

農地はちゃんと使わないといけないものなのだ

ということで、今回そういった趣旨を改正して

いくということだと思います。

○坂元委員 それはずっとわかっていると思う

んです。日本は、社会主義国みたいに、農地が

自分の財産でありながら自由にできないという

側面がありますね。問題は、みんな遊ばせてお

こうとは思っていないんです。ちゃんと所得が

担保されるということがまず先に来て、だから

農地が足りないんだというぐらいにいくのが普

通なのに、農地は守れ守れと言ったって、つく

るものがない。ちゃんと責任を明確にせんかと

言ったって、つくるものもないのに責任は果た

せないということになるから、切り口というの

が逆なんじゃないかと思っているんです。そん

なこと言ったってしようがないだろうけれど

も。

○原川農村計画課長 委員が言われたのはまさ

にそのとおりだと思うんですけれども、今言わ

れたことは農地制度改革だけじゃなくて、農政

全般のいろんな施策を絡め合って実現していく

ことだというふうに思っています。

先ほど、所有から利用へということを申しま

したが、今回、特に利用については、例えば株

式会社等については、耕作放棄が相当あるとこ

ろでしかリースを認めないというところで、か

なりその辺を緩くすると思いますので、その一

方の面で、緩くするかわりに、きちんと責任も

果たしてくださいということで、この法律の多

分、第１条になると思いますが、位置づけられ

ることになるんじゃないかというふうに思って

います。

○坂元委員 失礼ですが、お二人とも農水省か

ら来ているの。それは本省にきちっと言わない

と、所得が保障されない産業というのは後継者

はいませんよ。そのシステムをまずつくること

です。そうすれば、外国から輸入するよりも、

金をつぎ込んで所得を担保するということであ

れば、遊んでいる農地なんてなくなります。そっ

ちのほうがまず先だと思うんです。そういうこ

とを伝えてください。

○上杉地域農業推進課長 まさしく委員の御指

摘のとおり、まず所得が確保されないと、魅力

ある農業―入ってくる人もいなくなるでしょ

うし、続ける人ももちろんいなくなってしまい

ますので、そこがまず重要かと思います。

○横田委員長 ほか、ございませんか。

○山下委員 まず、農地改革プランの資料の１

ページ、農地転用規制の厳格化という中で、現

行では農地転用許可が不要になっている病院、

学校等の公共施設ということですが、公の施設

だけ許可が不要だったわけですか。例えば、民

間が病院やそういうものをつくる場合は申請対

象になっていたということですか。その差を教

えてください。

○原川農村計画課長 これは基本的に公共施設

ということで、代表的なものは病院、学校、役

場、公民館、そういうものです。

○山下委員 民間が同類のものをつくる場合は

許可の申請が必要だったということですね。

○原川農村計画課長 今言われたとおりです。

○山下委員 次のページ、農用地区域内農地の

確保についての項目ですが、「農業振興地域の

指定及び農用地区域の設定の際の面積基準を引

き下げることにより、農用地区域への農地の編

入を促進する」ということですが、農村社会の
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中に白地というのがありますね。農振が除外で

きる線引きというのがあるんですが、新たにこ

れを農振の中に、農用地の中に入れていくとい

うことですか。見直しをしていくということで

すか。

○原川農村計画課長 農業振興地域の指定とか

農用地区域の設定の話ですけれども、ここは線

引きの話までいくのか、詳細はわかりませんけ

れども、例えば農用地区域の設定は法律で４つ

の条件が定められていて、基本的にその４つの

条件に該当するものは農用地区域に入れるとい

うふうになっています。例えば、要件の一つ

に、20ヘクタール以上まとまった農地は農用地

区域に入れなさいというのがございますが、10

ヘクタールあっても農用地区域に入れるという

ことをイメージされていると聞いています。

○山下委員 ここの問題が非常に重要になって

くると私は思うんです。地域の中でせっかく白

地が残っているものをまた農振の中に入れても

らうというのは、かなり地域のうまい理解がな

いと、国のそういうプランの中でどんどん強力

に持っていかれると、農村社会というのがまた

疲弊していくような気がするものですから。そ

の辺は、市町村、地域の集落等も十分な認識が

必要かなと思っています。いかがですか。

○原川農村計画課長 今、委員が言われたこと

も当然、一つの留意点だと思いますけれども、

このプランについて我々も、詳細を具体的にど

ういう方向で持っていくかというのは、このプ

ラン以外に何もまだ情報がない状態です。この

プランが出たとき、農林省のほうで大臣が記者

会見をしております。いろんな質問があった中

で、農用地区域の話じゃなかったんですけれど

も、かなり大規模な生産法人とか株式会社が

入ってきたときに、昔からいる地域の家族経営

的な担い手の方が農地を取得するのにいろんな

影響があるんじゃないですかという質問があり

ました。その辺は大臣のほうも認識されており

まして、そういうことも整合をとりながら制度

設計していかなきゃいけないということは、記

者会見で述べられております。

○山下委員 続いて、５ページの農地の面的集

積の促進ということで、これは本当に必要だろ

うと思うんです。農地の集約化をいかに図って

いくか、これが農家のコスト削減にもつながり

ますし、生産力の拡大というのにどうしても農

地の集積ということは必要だろうと思うんで

す。

過去、畑地かんがい事業の中で、農地の団地

化を図ろうということで、３年ぐらいにわたっ

て私は検討会をやっていました。しかし、どう

しても農地に対する愛着、自分たちの農地の中

で自分の作柄を安定的につくっていく意識とい

うのがまだ強くて、なかなか団地化が進まな

かったんです。実はきのうも農家の人たちと寄

り合いがありまして、若手だったんですが、ど

うしても農地の集積を進めてくれと。今、担い

手も、10町歩以上とか大規模農家になっていま

すから、そういう耕作農家がふえているんです

が、農地が分散化してきていると。その中で具

体的にどう進めるかという話もしているんです

が、国がこういう指針を示してやるのであれば、

農地の土層改良、いわゆるいや地現象が出てい

るところもあるわけですから、そういう事業等

を取り入れながら、例えば10町歩の面積の農家

の皆さん方とお互いに話し合いをする場、そし

て集団型に、ここに飼料、ここに里芋を植える

とか、そういう絵をかいて、できたらそこに検

討会を立ち上げるべく、10アール当たり１万で

も何ぼでもいいんですが、そういう事業を起こ
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していただいて、具体的な行政の中での農地の

集積に向けての取り組みは１年でも早くしてい

ただかないと、農地の集積というのは絵にかい

たもちだろうと思うんです。何とかそういう事

業を起こして今後進めていただくと、こういう

集積も進んでくるのかなと思っていますが、い

かがでしょうか。

○上杉地域農業推進課長 農地の利用集積です

が、まさしく今後、昭和１けた世代の方々が集

団でリタイアしていく状況の中で、その方々が

持っている農地をどう地域で配分し、担い手に

集積していくのかというのが最重要課題と考え

ています。今御指摘がありました資料の５ペー

ジ、農地の面的集積の促進というところで、ま

だプランの状態ですけれども、国のほうの新し

い考え方が記載されております。これはまだプ

ランの状況ですので、今後どう制度設計してい

くのか、まだ具体的に見えていないですけれど

も、ここで言っていますのは、原則として、各

市町村ごとに面的集積を行う公的な機関、今、

各市町村は、基本的にＪＡですけれども、農地

保有合理化法人というのが置いてありまして、

宮崎県は全市町村カバーしておりますけれど

も、そういった既存の法人を恐らく活用する形

で新しい面的集積組織というものを立ち上げて

いこうと。その中で、所有者からの委任を受け、

代理して、担い手に集積していこうというのが

５ページの組織です。今後これを具体的にどう

いう内容で進めるかというのはまだ見えてこな

いんですけれども、このシステムをもとに、国

のほうも、新たな利用集積に向けた21年度事業

の予算要求を今しているところです。我々も、

その事業をベースに、基本的に農地の利用集積

を行うのは農業委員会ですが、あと、中間保有

という形で市町村の合理化法人が事業を行って

おりますけれども、こういった農業委員会や合

理化法人、そういったものがうまく連携しなが

ら事業を行えるような仕組みを、今後、国の事

業も見ながら、宮崎県としてどう組み立ててい

くのかということを考えてみたいと思います。

○山下委員 もう１点、今回、制度の大きな目

玉と申しますか、ポイントが、所有から利用と

いう形で明文化されているんですが、私も今回

の一般質問でも申し上げたんですけれども、い

ろんな事業を進めようというときに、例えば農

地の集積化を図る話し合いをやろうとして当事

者を集めたときに、農地権利者非農家というん

でしょうか、そういう人たちが非常にふえてい

ます。例えば親が亡くなると財産の分与権が出

るんです。遺産相続を受けて、話し合いに来る

人は、農業に対して興味があるものですから、

おいでになるんです。専門用語がわからない。

具体的な話し合いをしていって、負担金がつい

てくると、ノー。自分の土地に対する愛着から

理解されない部分があります。所有から利用に

変えていく、これは、担い手に農地を持ってい

く、そういう事業を進めるための制度でしょう

から、ソフト的ないろんな周知徹底にかなり努

力していかないと、なかなか進まないだろうと

思うんです。

今、都城でも農地が足りないんです。県内も

市町村によっては、農地のつくり手がないから、

ＪＡとか法人でも株式会社でも持ってきて、農

地を管理した生産体制を早くつくらないといけ

ないという市町村があろうと思うんです。しか

し、都城は担い手が育っていますから、農地が

足りないんです。借りたいけれども、農地が不

足している。今その状況もあるものですから、

一緒に農地の集積も進めようと思えば、都城は

都城の独自の実態、そして担い手がどれほどま
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だ農地を必要としているのか、そういう状況も

調べていって、この事業を定着していただくと

ありがたいと思っています。

○上杉地域農業推進課長 今御指摘がありまし

たが、都城で農地が足りない。実は、大規模法

人のほうから常々そういうお話をいただいてお

りまして、やる気がある人がいて農地が足りな

いというのは、珍しいですね。日本でも有数な

ところだと思っております。都城は、御存じの

とおり、大きな法人が結構ありまして、そういっ

た法人が密接した地域の中で耕作をしている。

そういった中で、例えばお茶畑とかあって、永

年性作物ですので、動かすわけにいかない。そ

ういう中で、なかなか利用集積が進まないとい

う話をよく聞いておるところです。いずれにし

ましても、地域の土地利用になりますので、地

元の話をよく聞きながら、その辺を進めたいと

思っております。

○横田委員長 ほか、ございませんか。

○中野一則委員 農地改革プランのことでわか

らないところを教えていただきたいと思いま

す。所有から利用に再構築の中の農地の面的集

積の促進の中の公的信用力のある機関とは、ど

ういうところを指しているんですか。

○上杉地域農業推進課長 ここはまだプランの

段階ですので、具体的にどう設計されているの

か、まだ我々ではわからないですけれども、公

的信用力のある機関というのは、詳細は資料の

５ページのⅡ-4ですが、農地の所有者から委任

を受けて、その者に代理してほかの利用したい

担い手に、面的にまとまった形で貸し付けとか

売り渡しを行うといった事業を考えておりま

す。そういった事業を原則としてすべての市町

村において導入するという仕組みでございま

す。したがいまして、農地という権利、財産、

そういったものを委任代理する形になりますの

で、ある程度公的な機関が行うのではないのか

と。ベースとなるのは、まだ詳細はよくわかり

ませんけれども、先ほど申しました各市町村の

所有合理化法人というのが、農協、または市町

村そのものがやっている場合がございますけれ

ども、そういった組織がすでにございますので、

恐らくそういった既存の組織をベースにして、

何らかの形で公の市町村が関与する形でそう

いった組織をつくっていくのかというふうに見

込まれるところです。

○中野一則委員 ５ページの実施主体で括弧書

きがしてある、ここらあたりを想定すればいい

んですね。

○上杉地域農業推進課長 おっしゃるとおりで

す。実施主体のところの市町村とか、市町村公

社と今申しまして、合理化法人、こういったも

のがメンバーになったような組織だと想像され

ます。

○中野一則委員 同じく１ページに「農地の利

用者へ面的にまとまった形で」とありますが、

面的というとらえ方、これは土地が連続してと

いう意味ですか。それとも、多くの土地をとも

読めるんですか。

○上杉地域農業推進課長 基本的に、つながっ

た形でと理解していただければと思います。

○横田委員長 ほか、ございませんか。

○武井委員 農地を利用する者の確保・拡大の

ところで、農業生産法人以外の法人にというこ

とですが、今、例えば全国チェーンの居酒屋の

ようなものが農地を買っている。ファミリーレ

ストランであるとか、そういったところが生産

するということもあるんですが、報道を見たり

話を聞いたりしても、なかなかうまくいってい

ない。中には、ほとんど投機目的ではないかと
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いうような、とりあえず土地だけ押さえました

みたいなものもあったりするように見えるんで

す。こうやって書いてありますと、農地にそう

いうところが入ってきて耕作をどんどんして

いってということがバラ色のようにも見えるん

ですが、実際的に、その辺の課題、問題点とい

うのはどの辺で認識されていらっしゃいます

か。

○原川農村計画課長 委員が言われたとおり、

投機目的とか安易に転用されるというところが

一番問題になると思います。例えば４ページの

Ⅱ-3の①の賃借による農業参入の拡大というこ

とがございますが、違反した場合のいろんな厳

格な措置、罰則、その辺とセットでいろいろ制

度が構築されることになるのではないかと思っ

ています。

○武井委員 違反というのは、最終的にはどう

いった基準で、だれがこれは違反である、これ

は不適正であるというのを判断することになる

んでしょうか。

○上杉地域農業推進課長 例えば、違反転用で

ありますとか、農地を農地として使っていない

という状況というのは、農業委員会が判断する

ことになると。４ページの①の「許可後におい

ても、農業委員会に農地の利用状況を定期的に

報告させる。それが不適正な場合は許可を取り

消す」といったような担保措置を制度上はプラ

ンの中で考えているという状況でございます。

○武井委員 確かに、農業委員会だということ

はわかるんですが、「農業委員会の活動状況を

検証」と書いてあるんですが、検証というのは

どういったイメージでしょうか。

○上杉地域農業推進課長 資料の詳しくは６

ページのⅥに今後のスケジュールが書いてござ

います。「農地制度においては農業委員会が重

要な役割を果たしていることにかんがみ、その

事務が的確に実施されることを確保しつつ、農

業委員会の活動状況を検証する」と書いてあり

ます。具体的に、どういう観点でどういう検証

を行うのか、まだプランの状況ですので、こち

らまで話はおりていないのですけれども、これ

は個人的な想像にもなってしまいますけれど

も、片や、地方分権の流れの中で農業委員会が

必置規制、各市町村に必ず置かないといけない

と。ただし、農地面積が少ない市町村には置か

なくてもいいといった制度の設計になっており

ます。片や、農業委員会に重要な農地法上の業

務を行わせつつ、片や、地方分権の関連で必置

規制を外すといったような議論もありますの

で、そういった流れの中で、本当に農地プラン

で負わされるようないろいろな事務、定期的に

報告しなさいでありますとか、場合によっては

許可を取り消しなさいといったような、これに

課せられた事務が適正に行われているのか、検

証していくというふうに想像はできるんです

が、詳細はまだプランの状況ですので。

○横田委員長 ほか、ございませんか。

○水間委員 農地転用規制の厳格化と農地の確

保、よく言われる地方分権推進計画、そういう

中で出てきているんですけれども、ここまで来

て国が関与しなきゃならないという、そこらあ

たりについてどうなんでしょう。２ヘクタール

以下の事務執行に疑義が生じた場合、国が指示

するということ、ここあたりは国が指示しない

と、都道府県ではだめなんですか。

○原川農村計画課長 確かに地方分権の１次勧

告のときには、今、４ヘクタール以上は国の許

可というふうになっていますが、これを県にお

ろすべきだとか、２ヘクタールから４ヘクター

ルは国の協議になっていますけれども、この協
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議を廃止するというふうな勧告が出ておりま

す。ただ、勧告の前に前提がありまして、まず

国のほうできちんと優良な農用地を確保する措

置を講じた上で、今言ったような４ヘクタール、

２ヘクタールの権限のことを考えなさいという

勧告があるということで、今回、農地改革プラ

ンが確保する対策として出てきたものだと思い

ます。

もう一つは、確保するために、２ヘクタール

以下は、農地転用については、完全に国の関与

なくして都道府県に任されているわけですけれ

ども、農林省が今年度、19年度に行われた２ヘ

クタール以上の県が許可した転用案件につい

て1.5％抽出して調査をしています。その調査

によれば、その中の約12％は疑義がある判断を

しているという調査結果が出ております。そう

いうのを踏まえて今回、２ヘクタール未満の現

在の県の事務になっている案件について、疑義

が生じたら国の指示が出るということが位置づ

けられたんじゃないのかなというふうに思って

おります。

ただ、柱の中の農地の確保のところに、「国

と地方公共団体の適切な役割分担について検

討」ということで、そういうのを見ながら検討

していくというふうなスタイルになっているん

じゃないかと思っています。

○水間委員 ５年をめどに、いろいろ国と公共

団体と役割分担の検討が始まるようですが、２

ヘクタール以下ということは、逆に言えば５

アールでも10アールでも対象になるんですか。

○原川農村計画課長 農地転用については、２

ヘクタール以下はすべて県の同意が要ります。

○水間委員 そういう意味では、転用に関して、

市町村あるいは県、先ほどから話があるように、

農家の皆さん方、切実な問題を抱えているとこ

ろがあるんです。それを市町村に移譲する、あ

るいは農地の問題について国は県に移譲する、

そういう流れはないんですか。

○原川農村計画課長 地方分権一括法が数年前

に制定されて、宮崎県では、基本的に２ヘクター

ル未満の農地転用については、市町村の希望が

あれば権限移譲するということで進めておりま

す。その結果、宮崎市と清武町については、２

ヘクタール未満の農地転用許可事務については

既に移譲しております。ほかのところは、いろ

んな体制の問題とか、そういうのがあって、ま

だそこまでいっていないというふうな感じにな

ります。

○水間委員 宮崎市と清武町は、どういうこと

ですか。市あるいは町のほうから国あるいは県

に申請があったから権限移譲ができた、あるい

は各市町村が要望したらできるんですか。

○原川農村計画課長 ２ヘクタール以下につい

ては、もともと県の許可事務になっております

ので、市町村から要望があって、県が権限移譲

を決定したということです。

○河野安幸委員 農地の借地料は、宮崎県の平

均は10アール当たりどのくらいになっています

か。

○原川農村計画課長 標準小作料については、

地目とか土地の性格によって違いますけれど

も、今、田んぼで平均１万1,000円程度、畑

で8,000円弱になっています。

○河野安幸委員 農業委員会が流動化であっせ

んの場合、清武の場合は、たばこをつくって後

に大根をつくると、10アール、５万です。余り

高過ぎるという話もあるんですが、県としては

どう思われますか。

○原川農村計画課長 標準小作料というのは、

農地法に規定があるんですけれども、基本的に
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農業委員会が決めるようになっています。もと

もと農地法というのは農地改革から来ていまし

て、耕作者の権利保護というものがありまして、

余り高い小作料は耕作者の権利を侵害するとい

うことで、昭和27年にできたときは、標準小作

料ではなくて、統制小作料ということで、統制

された小作料だったわけです。それが今、標準

小作料となって、その３割ぐらいの範囲内では

いいということになっております。ただ、委員

御指摘のように、農地改革プランの４ページの

④を見ていただきたいんですが、「実勢借地料

の情報提供の創設及び標準小作料の廃止」とい

うことで、より実勢に準じた、柔軟に決められ

るような方向でやるということもプランに位置

づけられております。

○河野安幸委員 わかりました。

○中野一則委員 農地改革プランの中の農地転

用規制の厳格化、国がまた２ヘクタール以下を

指示するということですが、１カ月ぐらい前の

農業新聞に、２ヘクタール以下を県の権限にし

たけれども、違法性が高かったということで、

大きく報じられておりました。今、分権の世の

中でいろいろと権限を地方に移すという中で、

違法性があったにせよ、国がまた新たに指示と

いう段階を踏まえたわけだけれども、国の機関

が地方分権の既得権を確保するためにいろいろ

抵抗しているという報道もありますね。その一

環で何かされているということではないです

か。１ページの一番上に書かれているわけです

けれども、報道されたことにかなり早く反応さ

れて一番上に書いてあるのを―これは改革プ

ランだから前からずっとした。これをなすがた

めに、今から権限を地方に余り譲らない。その

ために、効果的というといかんけれども、調査

した結果こういうことでしたと、表に出る前に

ぱっとしたというようなやり方を農林省もして

いるんじゃないかと、私は読んで思ったんだけ

れども、そういうことじゃないですか。

○原川農村計画課長 私も今、県にいるので、

そこのことはよくわかりません。

○中野一則委員 権限を譲ったならば、こうい

うことをせずに、また別なやり方があったと思

うんです。もっと大きく言えば、農地改革プラ

ンは戦後の農地改革に匹敵するような改革と読

んだのだけれども、それぐらいの位置づけがあ

るんですか。

○上杉地域農業推進課長 従前の農地法の趣旨

というのは、いわゆる耕作者主義という考え方

で、みずから耕作する、それを基本として考え

ているんですけれども、今回は、所有する人と

利用する人を分離するという形になりますの

で、従来の耕作者主義から大きく考え方を変更

したという位置づけで、戦後の農地改革、戦前

の地主から搾取されていた耕作者を解放しよう

といった大きな流れから、方針を転換したとい

うことでございます。

○中野一則委員 農地改革は我々も中学校の社

会で出るぐらい大きな改革で、自作農、自分の

土地を持つ、今言われたように耕作するという

のが大前提になったわけだけれども、すぐ昭

和30年代に、10年過ぎてほころびつつあって、

今日まで来ているわけです。それに匹敵するよ

うな改革であるならば、先ほど坂元委員が言わ

れたように、本当に農業をして食えるような農

業改革にしてほしいと思うんです。難しいこと

は要らんと思うんです。簡単に言えば、皆さん

方、農水省の職員の方、あるいは県の職員の方

が、勤めていたって始まらん、実家に帰って農

業をせないかんがというような内容のものをつ

くらんと、絶対うまくいかんと思うんです。兄



- 13 -

弟げんかするぐらい、おれが先に農業するんだ

と、そういう内容のものでプランを出さないと、

成功しないです。お願いしておきます。

○満行委員 農地転用規制の厳格化ということ

ですけれども、具体的な例として１つだけお尋

ねしたいんですが、宮崎のイオンモールができ

ていますが、今後そういった展開はなくなると

いうふうに読めるんでしょうか。

○原川農村計画課長 農地転用規制の強化とい

うところは１ページの下に幾つか位置づけられ

ております。その一つは、先ほど言いました、

病院、学校などの公共施設を許可の対象にする

ということでございます。これは許可の対象に

するということで、許可しないということでは

ありませんので、きちんと協議をして、許可さ

れるものは許可されるということだと思いま

す。

○満行委員 今後もイオンみたいなのができれ

ば、農地転用の規制の厳格化というのはわから

ないんですけれども、そういうことを指してい

るわけじゃないわけですね。それは今までと同

じで、認めるものは認めますと。地域の皆さん

が耕作するよりは貸したほうが現金収入になっ

ていい、地域の皆さんのことを十分見ますとい

うふうにこれは読むということですか。基本的

には変わらないということですか。

○原川農村計画課長 個別案件について、これ

は絶対許可しないということではないと思いま

す。ただ、許可の基準が厳しくなるということ

でございます。例えば、今、農振農用地という

ものがあります。20ヘクタール以上まとまった

農地が農振農用地、これについてはかなり今も

許可の基準が厳しいものになっています。それ

を、20ヘクタールじゃなくて10ヘクタールあっ

ても、同様の許可基準にするとか、そういうこ

とでございます。総体的には許可されるという

のが厳しくなりますけれども、ある案件がすべ

て不許可になるということではないと思いま

す。

○坂元委員 一般的に言えば、我々は、相当矛

盾を抱えているわけです。農地の権利取得の下

限面積緩和というのは何でかというと、遊休農

地が余りにもふえ続けているじゃないかという

ことですね。一方では農地を守れ、一方では諫

早干拓みたいなことをやるでしょう。農地に対

する認識が何か違うなというのがあるから、基

本的に、いろいろな疑問の声が出ていると思い

ます。

○十屋委員 いろいろ議論を聞かせていただき

まして、この改革プランが中山間地域の農業に

どのように影響するかという、その１点だけで

す。

○上杉地域農業推進課長 中山間地域の農業に

つきましては、やはり高齢化とか進んでいる地

域ですので、今後その地域で農地をどう利用し

ていくのか、利用集積が最大の問題かと思って

おります。そういう中で、例えば３ページを見

ていただきたいんですけれども、Ⅱ-2の②の農

用地利用集積計画の策定の円滑化です。農業経

営基盤強化促進法に基づいて農地を担い手に利

用集積する場合の利用集積計画というのがある

んですけれども、以前これをつくる場合には、

地権者全員の同意を得ないといけませんよとい

う仕組みになっておりました。今回ここを見直

して、持ち分の２分の１の同意で足りると。要

は、要件緩和されているといった仕組みもござ

いますので、中山間に限らず、全般的に言える

と思うんですけれども、利用集積がより一層し

やすくなるかなというふうに考えております。

○十屋委員 集積というと、都城みたいな平野
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な場合は意外と集積しやすいでしょうけれど

も、山間部においてはなかなか集積するといっ

ても、一概に言葉だけでは進まないところがあ

ると思うんです。先ほど言われた地権者の２分

の１の同意、そういうものはクリアできたとし

ても、実際問題として、これがそこに合致する

のかどうか。先ほどから議論がありますように、

最初にいただいたものの下限面積のところで市

町村が、このことを言われたんだと思いますけ

れども、農用地利用集積計画を定めた上でとい

うことで、緩和していくと。本当にこの改革プ

ランが我が宮崎県にとって合うのか合わないの

か、それは部局として判断すべきものではない

かと思うんですけど。

○原川農村計画課長 きょう御説明しませんで

したけれども、例えば今、農地法では、根本的

な思想が戦後の農地改革を受けていますので、

いわゆる小作地の所有制限というものがござい

ます。基本的に、土地だけ持っていて、当該市

町村以外に住んでいる、そういう人は、例えば

東京に住んで宮崎県のある市町村に農地を持っ

ている人は、戦前の大地主制に戻るということ

で、その農地を貸すことができなかったという

ことでございます。そういうことも廃止すると

いうふうなことも出ております。宮崎県の耕作

放棄も、相続に伴って耕作する人がいなくなる

という例も多々あると思います。そういうとき

に、小作地所有制限がなくなるというものは大

きいと思います。先ほどの税制の中で、みずか

ら所有してみずから耕作する場合だけが相続税

の猶予になっております。これも12月12日の与

党の税制大綱で、利用権としてだれかに貸して、

借りた人が耕作をするという場合も相続税の猶

予の対象にするというふうなことも出ておりま

すので、そういうことを組み合わせたら、中山

間地域でも耕作放棄なりそういうものにかなり

貢献するんじゃないのかなと思っています。

○水間委員 ４ページの①の下ですが、農業協

同組合の農業参入について、農業協同組合みず

からが農業経営を行うことができるようにする

と。このことですが、こうなったら、地域にお

ける家族農業経営あるいは担い手、そういう人

たちを圧迫するようなことにはならないんで

しょうか。

○原川農村計画課長 具体的なことはまだわか

りませんけれども、先ほどもちょっと申しまし

たが、この改革プランが出たときに大臣記者会

見がありまして、そのときに、やっぱり今言わ

れたような指摘の質問がありました。そのとき

は大臣も、そういうこともきちんと整合を図り

ながら制度設計していかなきゃいけないという

ことを述べられておりましたので、当然そうい

う懸念もこの制度設計をやる方の頭にあるん

じゃないかと思っています。

○水間委員 県のほうにも、こうやって勉強さ

せていただくんですが、大手資本というか、Ｊ

Ａが宮崎県の農業をいろんな形の中で推進して

いただいていることはわかっていますが、農業

の皆さん方の各単協があって、ＪＡなんですか

ら、ここがすべて農業に参入できるようになっ

たら、普通の農家は要らない。全部農協に吸い

上げられて、農協がやるような形になってし

まったら、またおかしいんじゃないかというよ

うな気もします。言い方は失礼かもしれません

が、ミヤチクさんでも一緒なんです。自分たち

で屠殺し、いい肉をつくりながら、東京、大阪

で宮崎県の肉をうまく売っていただいているこ

とも事実。しかし、そこには県内の民業を圧迫

しない程度のやり方をしていかないと、今後の

宮崎県の個人あるいは家族経営している農家の
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皆さん方を救済する道は残しておかないと、す

べてＪＡさんに任すようなことになりましたら

―恐らくこれだったらなっていく状況じゃな

いかなと、実は私は、今見てびっくりしたんで

す。そこら辺は、後の問題もいろいろ検討され

る余地があると思いますから、よろしくお願い

しておきます。

○前屋敷委員 プランの資料の６ページのⅣの

②の今後の計画的な解消についてのところで

す。今年度中に農業委員会がすべての耕作放棄

地を調査して、耕作できる土地できない土地に

振り分けて、できる土地については解消計画を

策定するということになっています。本年度中

に調査をするとなると、かなり期間も短いなと

いうふうに受けとめたんですが、まずそれが可

能なのかということと、できる土地できない土

地という位置づけですけれども、もともと耕作

していた土地の中で、できない土地というのは

どういうものを指すのか、その辺でお聞かせく

ださい。

○上杉地域農業推進課長 耕作放棄地の調査の

件ですけれども、これはプランに載っているわ

けですけれども、実は調査自体はことしの夏か

ら国のほうで、この計画とは別途、既に指示が

来ているわけで、やっております。12月の半ば

中に県のほうで取りまとめて、国のほうに提出

することになっております。今の状況ですけれ

ども、まだ一部市町村のほうから上がってきて

いないものがございますが、全体のほうは集計

していないところです。これは12月半ばで国の

ほうに出しまして、来年１月中には、ここに記

載しておりますけれども、各市町村ごとに１筆

ごとに解消計画、だれかに譲るとか、ここは頑

張って引き続き耕作するとか、またはもうここ

は農地として使わないとかいったような振り分

けをするというところでございます。

この中で土地として利用できないというとこ

ろでございますけれども、もともとはもちろん

農地ですから、農地として使っていたんですけ

れども、長い間だれも使っていないということ

で、いわゆる山林原野みたいな形で木が生い

茂って、または土地が荒れていたというような

状況で、とてもちょっと手を加えただけではも

とに戻れないといったものは、農業委員会の判

断になりますけれども、非農地として判断して、

ここは農地として扱わないといったような振り

分け作業をするということでございます。

○前屋敷委員 調査の結果、市町村がそれぞれ

の解消計画を策定するということですけれど

も、それに当たって、担い手を育成しつつ、そ

ういう計画がつくられていく必要があるんじゃ

ないかと私は思うんです。単純な形で計画がつ

くられるんじゃなくて、そういう農業をどう支

えていくかという点での対策を講じながら、計

画に示していくことが大事かなというふうに思

います。

○上杉地域農業推進課長 まさしくおっしゃる

とおりだと思います。先ほど来、御指摘があり

ますけれども、農地問題は、農地といった切り

口だけの問題ではなくて、やはり魅力があれば

担い手もふえますし、入ってくる人もふえます

ので、そういったものがまずないと、農地だけ

を切って、そこだけ議論しても、それは農地だ

けの話になってしまいますので、そういった観

点は重要だと思っています。

○前屋敷委員 土地の集積などを行うというこ

ともプランでうたってあるんですけれども、家

族農業が支えられるようなことをちゃんと位置

づけないと、大規模化だけでは農業そのものも

守っていけないというふうに思いますので、そ
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のところの観点も重要視しながら、計画の策定

を含めて進めていただきたいと要望します。

○上杉地域農業推進課長 この点も、先ほど来、

議論がありますけれども、例えば資料の４ペー

ジ、貸借による農業参入の拡大といったところ

で、地域における家族農業経営を含む担い手の

育成等の取り組みとの整合性といった観点がご

ざいますので、所有から利用へという大きな流

れはございますけれども、家族農業経営という

のは、引き続き、地域の農業という形で位置づ

けられていると考えております。

○田口副委員長 委員会資料のほうですが、２

ページのところに本県の状況が載っております

が、第１項の30アールと40アールの別段面積が

載っておりますけれども、平成９年以降にはど

れぐらいの権利取得の実績があるんでしょう

か。

○原川農村計画課長 各農業委員会で行った、

市町村ごとの権利移動の許可の件数はわかりま

すけれども、その中で50アール未満がどれだけ

だったかという数字は、県は持っておりません。

○田口副委員長 その数字がわからなくて今後

の対策を進められますかね。そうしますと、２

項のところにも載っていますが、地域の実情に

応じて区域を設定することになっております

が、市町村からの要望もないため適用した例が

ないということですが、せっかく緩和策で出し

ているのに、市町村から全く相談もないという

のは、絵にかいたもちみたいにしか見えないん

ですけれども、実態に即した緩和策になってい

ないんじゃないかと思うんですが。

○原川農村計画課長 今の御質問で、いわゆる

下限面積の特例というのは１項と２項、２つご

ざいます。１項のほうは、特にもともと地域と

して農業経営の面積が小さいところということ

で30アール、40アール、特に中山間地域のとこ

ろで設定しております。２項が奈良県で行って

いる10アールまでの緩和の話です。これについ

ては宮崎県では適用しておりません。17年度に

制度改正になったとき、各市町村にいろいろ意

向をお伺いしました。区域を設定してやるわけ

ですから、各市町村の意向が当然大事になりま

す。そのときに、10アールまで下げるデメリッ

トというのを市町村の方はかなり考えられたと

聞いております。10アールまで下げるというこ

とは、小規模な農家の方が多いので、すぐ転用

されるんじゃないか、数年で耕作がとめられる

んじゃないかというふうな話もございますし、

先ほど言いました経営基盤強化法で個別の対応

ができるということもございますので、総合的

な判断のもとで、今のところは市町村からまだ

意向がないということになっております。

○田口副委員長 例えば今、農業のプロじゃな

くても家庭菜園とかああいうのが、団塊の世代

がリタイアすると、かなり出てきていますけれ

ども、そういう人たちがもし10アールというよ

うな話で来ても、これは対象外になるんですか。

○原川農村計画課長 まだ宮崎県で適用してい

ないので、断定的なことは言えませんけれども、

奈良県では22の市町村が適用しています。例え

ばその中の大和高田市というところは、下限面

積を緩和しても、農業として成り立つものじゃ

ないと、すぐ耕作をやめる懸念があるというこ

とで、大和高田市については基本的には水田で

は認めないとか、集約的なとか軟弱野菜だけは

認めるとかいうふうな運用をしております。そ

こは市町村の考えによるんじゃないかと思いま

す。

○田口副委員長 今回、改革プランもできたわ

けですので、もうちょっと柔軟に、いろんな範



- 17 -

囲の中で耕作の放棄地がなくなるような対策を

ぜひとも、特に市町村の要望も聞きながら進め

ていただきたいと思います。

○外山良治委員 ２～３点お伺いします。農地

改革プランというものは、例えば食料自給率の

アップということを目途としてつくられたもの

なのでしょうか。

○原川農村計画課長 食料自給率の向上のため

には食料供給力が必要だということで、我が国

の食料供給力を高めるためにできたものでござ

います。

○外山良治委員 ということであれば、農地改

革プランというのは、食料自給率、おおむね50

％を目途としたものかどうか。

○上杉地域農業推進課長 先日、農水省が50％

という工程表を出したかと思いますけれども、

そのとき、50％を達成するために、優良農地の

確保、担い手の確保、技術力の強化、この３点

セットで打ち出して、その後に農地改革プラン

が出たという流れがございます。

○外山良治委員 昭和36年というのは、例えば

農地が600万ヘクタールぐらいあった。当時の

自給率はどの程度だったのでしょうか。

○原川農村計画課長 正確な数字は持っていま

せんけれども、70数％だったと思います。

○外山良治委員 おたくの資料によると、平

成20年が463万ヘクタール、同様に農水省の05

年の統計では398万ヘクタールとなっています

が、これは事実でしょうか。

○原川農村計画課長 農地面積のときに、先ほ

どちょっと議論がありました農振農用地だけの

面積で言うときもあれば、いわゆる農地すべて

の面積で言うところもあって、これはすべての

農地面積ということで正しい数字だと思いま

す。

○外山良治委員 農地とした場合に、各市町村

の農業委員会が農地台帳の突き合わせをしてい

ないということが以前から問題になっていまし

た。正確な農地把握というものを都道府県がし

ているのかどうか、これはどうなんでしょう。

○上杉地域農業推進課長 基本的に、農業委員

会のほうが調べておりますのは、課税台帳をも

とに、登記のほうに即しておりますので、おっ

しゃるとおり、現況と突き合わせているわけで

はありませんので、そのそごは生じているのか

なというところはあるかと思います。ただ、今

回、耕作放棄地の１筆調査をやりますので、そ

の中で、耕作放棄地は１筆ごとにしっかり調査

するというところで、そちらの面積は全体像が

つかめるというふうに考えております。

○外山良治委員 現在の把握されている耕作放

棄地はどのくらいなんでしょうか。

○上杉地域農業推進課長 現在、我々が把握し

ている耕作放棄地は、農業センサスから求めま

すけれども、平成17年度で4,685ヘクタールと

いう状況です。

○外山良治委員 それも乖離というものが非常

にあるということを前提に考えてもいいわけで

すね。

○上杉地域農業推進課長 今回まさしく１筆ご

とにやっておりますけれども、恐らく結果は大

分ずれてくるかと。しかも、今回、非農地判断

する場合もございますので。

○外山良治委員 だとすれば、当面、食料自給

率―今度、日本は懲りたと思うんです。穀物

価格の暴騰によって、飼料、資材が暴騰した。

食料自給率が40％まで低下した。これは大変だ

ということで農地改革プランというものが出て

きたと思うんです。ということであれば、しっ

かりとした基礎データ、これだけはまずつかん
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でほしい。例えば、4,685ヘクタールとおっ

しゃった。それが事実と合うか。合わない。例

えば都城の人は、耕作放棄地がない、農地が必

要だ。耕作放棄地、ちなみに宮崎県ではふえて

いるんですか、減っているんですか。

○上杉地域農業推進課長 ふえております。

○外山良治委員 どういった地域がふえている

んですか。

○上杉地域農業推進課長 各市町村、センサス

のデータをもとに調べました。もちろん市町村

ごとに違いますけれども、大体、法則として、

北側のほうの、かつて樹園地が多かったような

ところ、それは今、廃園状態ですので、そういっ

たところが多いと。逆に、南部のほうの畑作が

盛んなようなところは、もちろん農地が足りな

いぐらいですから、その辺は耕作放棄地は少な

いといったような傾向はとれます。

○外山良治委員 例えば、ふえている。なぜふ

えているのかということをまず分析する。北が

ふえている。南は農地が不足している。西は不

足している。そういった分析をしっかりしても

らうこと。そして、農業をして、農業従事者が

ある程度、所得が400～500万はあると。例えば、

３・３パターンといって、３人で３ヘクタール

で800万の所得がある。20年前、30年前、こう

いう農業プランをしていたんです。しかし、つ

くったきりで何もしない。だから、今のような

状況が発生しているわけでしょう。今、地球人

口が68億人云々、原油が暴騰する。ヤシの実と

かトウモロコシを新エネルギーのほうに回す。

こういう状況でこういう結果となった。そうい

うことを十分踏まえた上で、まず基礎データと

いうことでしっかりしてもらうこと。

それと、僕は赤江ですが、百姓の人たちがす

ぐけんかになるのが相続です。中山間地域の相

続の10倍、20倍、30倍、優良農地が高い。相続

をする。農地持ち非農家、耕作放棄、こういっ

たものをどうするのか、赤江のほうではこれが

一番多いです。そういった点についてどうする

んですか。

○上杉地域農業推進課長 耕作放棄地は、この

前も御説明しましたけれども、平成12年から17

年にかけて240ヘクタールふえたんですけれど

も、そのうちの230ヘクタールは全部、土地持

ち非農家に相続された分です。御案内のとおり、

農地問題で一番難しいのは、農地は公共的な性

格を持っているとともに、やっぱり個人財産で

すので、両面があるという土地制度の中で、おっ

しゃるとおり、今後、相続がどんどんふえてい

くだろうという中で、土地持ち非農家の耕作放

棄地、そこをどうしていくのかというのは、おっ

しゃるとおり一番難しい問題かと思っていま

す。そういう中で、日ごろからの農業委員会の

活動とかで非農家ではなくて地域の農業をやる

人、そういった人たちにどう継承していくのか

というのを地道にやってもらう以外に……。私

有財産ですから相続させないというわけには、

民法との関係で、法制度上そこは恐らく難しい

だろうというところがございますので、地道に

日ごろの農業委員会の活動としてしっかり地域

の土地利用を考えていただくというところが重

要なのかと思っています。そういう中で、先ほ

どありましたけれども、農用地利用集積計画は、

かつて地権者全員の、それこそ東京に住んでい

る人の同意も得ないといけなかったんですけれ

ども、今、持ち分の２分の１でもできるように

緩和しておりますので、そういったものも使い

ながらやっていくしかないのかなというのが現

状です。

○外山良治委員 極端に言うと、農家以外の兄
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弟には財産はやらんと。軟弱野菜を生産してい

る。２ヘクタール、１ヘクタールで、ようやく

ホウレンソウとか小松菜とか、そういうものを

生産をして年収800万ぐらい、やっと生活して

いる。そこに半分持っていかれたら、農業経営

できないわけです。そういったものをどうする

のか。共倒れで農業できなくなった、そういう

のがいっぱいあるんです。そういったことをど

うにかせんと、耕作放棄地というのはなくなら

んと思うんですけれども、これはぼやきとして

聞いておいてください。

○横田委員長 県民政策部も説明がありますけ

れども、これでよろしいでしょうか。

それでは、農政水産部の概要説明を終わらせ

ていただきます。ありがとうございました。

暫時休憩いたします。

午前11時26分休憩

午前11時29分再開

○横田委員長 委員会を再開いたします。

県民政策部においでいただきました。それで

は、早速ですが、食の安全に関する消費生活セ

ンターの役割と、消費者庁設置など国の消費者

行政一元化の動きについて、概要説明をお願い

したいと思います。よろしくお願いします。

○丸山県民政策部長 県民政策部です。今、委

員長からお話のありました２点についてお話を

させていただきます。詳細は生活・協働・男女

参画課長から説明をさせていただきます。よろ

しくお願いいたします。

○髙原生活・協働・男女参画課長 それではま

ず、食の安全に関する消費生活センターの役割

について御説明いたします。

委員会資料の２ページをごらんください。ま

ず、１の消費生活センターの概要についてであ

ります。(１)組織体制については、宮崎市にあ

りますセンターを中核として、都城市と延岡市

にそれぞれ支所を配置しております。職員につ

いては、所長以下13名の職員と、消費者からの

苦情や問い合わせに対応する相談員11名、消費

者教育や啓発などを行う啓発員４名を配置して

おります。

（２）の業務の全体概要についてであります。

消費生活センターでは、消費者の自立及び複雑

化・多様化するトラブルの解決や未然防止を図

るため、消費者教育の推進や情報提供を行うと

ともに、消費者からの相談、苦情、問い合わせ

に対応しております。①の啓発についてでござ

います。消費者教育のため、講座やセミナー等

を開催し、消費者に学習の機会を提供しており

ますが、平成19年度は317回開催し、１万6,468

人が受講されております。また、広報誌や各世

代に対応した啓発パンフレットの作成・配布な

どを行うとともに、図書やビデオ等の貸し出し

や、ホームページ等を通じた情報提供を行って

おります。次に、②の相談の状況についてであ

ります。平成19年度の相談件数は１万994件で

ありますが、消費生活に関するさまざまな相談

や問い合わせに対して、助言、情報提供を行い

ますとともに、必要に応じて関係機関の紹介や

消費者と事業者との間に入ってのあっせんな

ど、対応を行っているところでございます。ま

た、すべての相談内容につきましては、コン

ピューターネットワークにより、国民生活セン

ターに情報提供をしております。なお、全国で

ガス湯沸かし器やシュレッダーなどによる事故

が相次いで発生したことから、平成18年９月か

らは相談の中で入手した死亡及び重篤事故に係

る危害情報については、国民生活センターに３

日以内に報告することになりましたが、本県に
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おきましては、これまで報告事例はございませ

ん。

次に、２の食品関係についてであります。消

費生活センターでは、期限表示、原料原産地表

示、アレルギー表示など食品表示や、健康食品

に関する知識についてのセミナーや出前講座を

実施しているほか、ホームページを通じた情報

提供を行っております。食品に関する啓発につ

いては、平成19年度は41回実施し、1,093人が

受講されております。また、賞味期限切れの食

品に対する対応や大量に購入した健康食品の返

品など、食品に関する相談等については内容に

応じて保健所等の関係機関に紹介したり、事業

者との間に入ってあっせんなどの対応を行って

おりますが、平成19年度においては465件の相

談があり、そのうち35件につきまして、あっせ

んを行ったところでございます。平成19年度に

おける主な相談品目といたしましては、健康食

品が203件と、全体の４割強を占め、続いて飲

料、魚介類に関する品目の相談が多くなってお

ります。

以上、消費生活センターは、国民生活センター

との連携を図り、関係機関と情報を共有しなが

ら、安心できる消費生活の確保のために、消費

者への情報提供、苦情処理に当たっております

が、食品関係につきましても、引き続き適切な

情報の提供や助言に努めてまいります。

次に、消費者庁設置など国の消費者行政一元

化の動きについてであります。

３ページをごらんください。消費者行政の一

元化という動きが出てきた背景についてであり

ます。近年、食品偽装表示、中国製冷凍ギョー

ザ事件、コンニャクゼリーによる窒息事故やガ

ス湯沸かし器による一酸化炭素中毒事故など、

国における消費者行政の体制・対応に問題があ

ると考えられる事例が数多く起きてきているこ

とが背景として挙げられます。コンニャクゼ

リーを例にとりますと、一口サイズのミニカッ

プに入ったコンニャクゼリーがその大きさや形

状、かたさにより誤飲事故を引き起こしたもの

ですが、食品衛生法の食品への適用は、化学的、

生物学的に問題があるものを対象とし、一方、

物理的に問題のある製品を対象とする消費生活

用製品安全法は、食品を対象にしていないとい

うことで、物理的に問題のある食品であるコン

ニャクゼリーは、法のすき間で適切な規制がな

されていないという問題があります。

次に、２の消費者行政一元化に向けてのこれ

までの経緯でございます。ことし１月18日、

第169回国会における福田前総理大臣の施政方

針演説において、「ことしを生活者や消費者が

主役となる社会に向けたスタートの年と位置づ

け、あらゆる制度を見直す。各省庁縦割りとなっ

ている消費者行政を統一的、一元的に推進する

ための強い権限を持つ新組織を発足させる」と

の発言がありました。その後、２月８日には、

この新組織のあり方を検討し、新組織を消費者

を主役とする政府のかじ取り役とするため、消

費者行政推進会議の開催が閣議決定されまし

た。２月12日から９月８日までに10回開催され

ております。また、６月27日には、消費者行政

推進基本計画が閣議決定されました。内容は後

ほど御説明いたします。そして、９月29日には

消費者庁設置法案、消費者庁設置法の施行に伴

う関係法律の整備に関する法律案、消費者安全

法案の、いわゆる消費者庁関連３法案が第170

回国会に提出されたところでございます。

４ページ、５ページをごらんください。先ほ

ど申し上げました６月27日に閣議決定された消

費者行政推進基本計画の概要を記載しておりま
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す。まず、１の「はじめに」でありますけれど

も、消費者行政の新組織は、消費者の視点から

の真の意味での行政改革の拠点であると位置づ

け、強力な権限と必要な人員を備えるとともに、

消費生活センターの強化充実を前提にした、緊

密な全国ネットワークが早急に構築される必要

があるとしております。また、新組織の活動の

継続的な強化充実には、消費者の声を真摯に受

けとめる仕組みが不可欠であるとしておりま

す。

このような考えを前提に、２に、新組織が満

たすべき６原則が示されております。１つ目が

消費者にとって便利でわかりやすい、２つ目が

消費者・生活者がメリットを十分に実感でき

る、３つ目が迅速な対応、４つ目が専門性の確

保、５つ目が透明性の確保、６つ目が効率性の

確保という内容でございます。

次に、３の消費者が頼れるわかりやすい一元

的な相談窓口の設置についてであります。まず、

(１)の一元的な相談窓口の設置であります。地

方の消費生活センター等を、高齢者を含めすべ

ての消費者が何でも相談でき、だれもがアクセ

スしやすい、一元的な消費者相談窓口と位置づ

け、全国ネットワークを構築するとしておりま

す。なお、このため、地方の消費生活センター

を法的に位置づけるとしております。(２)の国、

地方一体となった消費者行政の強化についてで

あります。新組織の創設とあわせて、地方分権

を基本としつつ、地方の消費者行政を抜本的に

強化するとし、また全国ネットワークの構築に

伴い地方の消費生活センターを法的に位置づけ

ることを踏まえ、国は相当の財源確保に努める

としております。さらに、国の直轄事業である

PIO-NET、これは国、国民生活センター及び消

費生活センターをコンピューターネットワーク

で結んでいるものでございますけれども、この

PIO-NET整備や研修など、国の直轄事業を充実

するとともに、地方交付税上の措置や、民間が

消費者行政に貢献しやすくなるような税制上の

措置等も検討するとしております。

次の４の消費者庁の設置とその機能及び５の

消費者庁の体制のあり方につきましては、６

ページの消費者庁の創設後の消費者行政のイ

メージ図で御説明いたします。６ページをごら

んください。消費者庁は内閣府の外局として設

置し、消費者政策担当大臣が置かれます。消費

者庁は、消費者問題に関する情報を一元的に集

約し、調査分析を行い、消費者行政の司令塔と

して各省庁に対し勧告や監視を行います。また、

各省庁の縦割りを超えて、幅広い分野を対象に

新法の企画立案を行うとともに、表示、取引、

安全の分野など、消費者に身近な問題を取り扱

う法律を所管し、企画立案、調査、執行までを

一貫して行うとしております。さらに、現在、

国会にも提出されている消費者安全法案に基づ

き、いわゆるすき間事案にも迅速に対応してい

くとしております。消費者政策委員会でありま

すが、これは消費者庁の運営に消費者の意見が

直接届く透明性の高い仕組みとするため、有識

者から構成される機関であり、重要事項の調査、

審議、意見具申等を行うとしております。地方

の消費生活センターは、だれもがアクセスしや

すい一元的な相談窓口として、消費者からの相

談、苦情に対応するとともに、保健所や警察等

関係機関との連携も求められております。消費

生活センターが得た相談、苦情の内容につきま

しては、国民生活センターに報告し、国民生活

センターは消費者庁に報告することとなりま

す。

最後に、消費者庁関係の関連３法案につきま
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しては、７ページに記載しておりますので、後

ほどごらんください。

私からの説明は以上でございます。

○横田委員長 県民政策部の説明が終わりまし

た。質疑等ございましたら御発言いただきたい

と思います。

○武井委員 消費生活センターの件ですけれど

も、私も行っていろいろお話を聞いたりしてき

たんですが、健康食品なんかで非常にトラブル

が多いということもあるんですが、事業者との

間に入ってあっせんということなんですが、例

えば通信販売とか、事業者が宮崎にいるという

ことでは必ずしもないという場合も非常に多い

と思うんですが、遠隔地、またはトラブルを起

こすわけですから、実体も怪しかったりするよ

うなところもあるかと思うんですが、あっせん

というのは実効性をどの程度上げているものな

のでしょうか。

○髙原生活・協働・男女参画課長 食品に関す

る相談の表の中で、相談件数の横にあっせんと

記載しておりますけれども、これが実際あっせ

んを行った数でございます。いろいろ消費者の

ほうから相談がありましたときに、それについ

てはクーリングオフが使えますよということ

で、やり方を指導して、そのまま御自身がクー

リングオフという手段を使われる場合もありま

すけれども、例えば御高齢になっていらっ

しゃって、御自身ではうまく処理ができないと

いう方について、こういうあっせんということ

で、事業者との間に入って契約の一部取り消し

あるいは解除とか、そういったことを行ってい

る状況でございます。遠隔地の場合ももちろん

ございますけれども、電話等もございますので、

そういったことで間に入って処理しておりま

す。

○武井委員 確認なんですが、あっせんという

のは、実際に消費生活センターのスタッフが業

者に対して何らかの連絡をしたとか、何らかの

交渉をしたという段階をもって、つまりは相談

者以外の原因発生者に対してアポイントをとっ

たりした段階であっせんをした―あっせんと

は、何をした段階であっせんをしたというカウ

ントになるわけですか。

○髙原生活・協働・男女参画課長 単純に連絡

だけではあっせんというふうには申しません

で、おっしゃるように、契約を今のままではな

いスタイルに変更していくという働きかけを

行った部分について、あっせんというふうにカ

ウントしております。

○武井委員 例えば19年度ですと、あっせん

が35件あるわけですが、この中では、結果、不

調に終わったというものも含まれるということ

になるかと思うんですが、最終的に、あっせん

によって消費者の方が持ってきた問題が全部な

いしは相当程度改善されたというのは、どれぐ

らいあるものでしょうか。

○髙原生活・協働・男女参画課長 平成19年

の35件につきましては、１件だけが不調に終わ

りましたけれども、34件はあっせんがうまく

いったという事例でございます。

○武井委員 わかりました。啓発のほうですけ

れども、例えばいろいろな講座等を実施して、

受講者が多い。確かにこれもすばらしいと思う

んですが、逆に言えば、講座を受けるとか受講

するという人は、その時点でそれなりに意識が

あるんじゃないかと。特に年配の方で、振り込

め詐欺なんかでもそうなんでしょうけれども、

むしろ自分では大丈夫だと思っているような

人、来ない人に対してのアプローチというほう

がむしろ重要であると。例えばビデオ、図書等
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の貸し出しとか、こういうのを受ける人という

のはそもそもそれなりの意識があるのではない

かと思うんですが、そういった意味で、実際に

そういった認識、意識というものを持っていな

い人たちに対してどのような形でセンターの啓

発というのを行っているのか、その辺を教えて

いただけませんか。

○髙原生活・協働・男女参画課長 講座に来れ

ない方ももちろんたくさんいらっしゃると思い

ますが、例えば新聞情報の中で情報提供してみ

たり、あるいはマスコミ、テレビ等で周知して

みたりということでやっておりますし、お年寄

りの方はホームページはなかなかごらんになら

ないかもしれませんが、一応ホームページ上で

の啓発もやっております。それから、高齢者の

方々に限定すれば、高齢者自身は来れなくても、

周りの方々、見守りをされているような方々、

介護関係をやっていらっしゃるとか、民生委員

の方々、そういった方々にも来ていただいて御

説明をして、ガードしていただく、そういうこ

とにも取り組んでいるところです。

○武井委員 最後に１点お伺いいたしますが、

啓発員と相談員の違い、何回かお伺いしている

んですが、こっちは来るのを待つ、こっちは行

くんだというような話なんですけれども、相談

員のほうが若干数も多いようですけれども、こ

のあたりというのは、むしろ私から思うと、啓

発員のほうにもうちょっと力を入れていって、

予防といいますか、抑止といいますか、そういっ

たほうを図っていくべきではないかと考えるん

ですが、いかがでしょうか。

○髙原生活・協働・男女参画課長 本所といい

ますか、センターのほうには啓発員を確かに置

いておりませんけれども、ここに啓発担当の県

の職員がおりますので、その分については県の

職員がやっております。センターにおける啓発

の事業があって、出先のほうでは啓発員が行う

ということで、人数としてはこれで今のところ

特段、問題はないのかなというふうに思ってお

ります。

○武井委員 わかりました。

○十屋委員 啓発のところで武井委員もあった

んですが、317回と毎日やっているような感じ

なんですけれども、各地でやっているから、こ

ういう数字になるんだと思うんですが、一つお

聞きしたいのは、私の母も高い寝具を買わされ

る羽目になったことがあるんです。そのときに

会場まで行って、契約書を書いていたんですけ

れども、破棄させたんですが、そういうあくど

い業者さんというのは県内にはいないと思うん

ですが、そういう事業者等は県内いるんですか。

○髙原生活・協働・男女参画課長 事業者さん

のほうまでは把握しておりませんけれども、今

おっしゃったように、狭いところに皆さんを集

めて、異様な高揚の中で安いものをどんどんた

だで差し上げた上で、最後に何か契約をさせる、

そういうのをＳＦ商法ということで、確かにこ

の行為はいけない行為ですので、そういう場合

には、それをもって契約の撤回、そういう対応

ができるようにはなっております。ただ、御相

談をいただかなければ、確かに対応ができない

という状況ですので、実際、御相談まで来られ

ない方というのはまだまだいらっしゃると思い

ます。そういう意味で啓発のほうも重要だとい

うふうに思います。

○十屋委員 そういう会場なり個人の家があっ

たり、ちょっとしたお店があったりとかするん

ですが、それとわかっていて、それを阻止する

法律とか行政側の手法とかいうのは、被害が出

た段階でないとだめなんですか。１週間ぐらい
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いて、ぱっといなくなりますね。そういう、ら

しきところがあるんですが、規制する方法は全

くないんですか。

○髙原生活・協働・男女参画課長 今おっ

しゃったような事例については、実際のところ

行政としてなかなか手が出せない分野ではござ

います。皆さん方に注意はしてもいいんでしょ

うけれども、中に入るということもできません

し、非常にそこは厳しいかなというふうに思い

ます。

○十屋委員 最終的には、そこで被害に遭った

方がこういう御相談に来られると思うんですけ

れども、そのときに、あっせんが出ていますけ

れども、いろいろ交渉して、ほぼ解決すると。

クーリングオフもありますけれども、高齢者な

んかなかなかそこまで知らない方が多いので、

どういうふうにセンターが―クーリングオフ

は１日切れたらだめですね。業者とのやりとり

の中で、法律の効果、抑止力、そういうのが手

の及ばないところが事例としてはたくさんある

んですか。

○髙原生活・協働・男女参画課長 確かに、

クーリングオフというのは８日間とかきちんと

日付が決まっております。期限があります。た

だ、御相談にお見えになったときに、例えば相

談者の方が、正常な判断が難しい方もいらっ

しゃいますし、それは相談を受けて、クーリン

グオフの期間が切れていたとしても、事業者と

の間に入ってあっせんして、いわゆる民民の関

係の中で何とか解決を求めていくというやり方

は行っております。クーリングオフが切れたか

ら絶対だめといったような解決の仕方はしてお

りません。

○横田委員長 ほかございませんか。

〔「なし」と呼ぶ者あり〕

○横田委員長 それでは、ないようですので、

以上で県民政策部の概要説明を終わらせていた

だきます。ありがとうございました。

暫時休憩いたします。

午前11時50分休憩

午前11時53分再開

○横田委員長 委員会を再開いたします。

きょうの日程の４の協議事項でありますが、

まず、（１）の次回委員会についてであります。

次回は、閉会中の１月29日（木）を予定してお

ります。次回は、執行部を呼んで説明聴取でき

る委員会としては最後の委員会となります。ま

た、委員会報告書の骨子案についても御協議い

ただきたいと考えております。執行部から聴取

しておく必要があるような事項等ございました

ら、御意見をお伺いしたいと思います。

〔「なし」と呼ぶ者あり〕

○横田委員長 特にないようですので、正副委

員長に御一任いただきたいと思いますが、よろ

しいでしょうか。

〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕

○横田委員長 では、そういう形で進めさせて

いただきます。

その他で何かございませんか。

〔「なし」と呼ぶ者あり〕

○横田委員長 それでは、先ほど申し上げまし

たけれども、次回委員会は１月29日（木）を予

定しておりますので、委員の皆様方の御出席を

お願いいたします。

以上で本日の委員会を閉会いたします。

午前11時54分閉会


